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事実の概要

　Ｙは、Ａ農業協同組合（以下「Ａ」という。）管
内の農家に対する営農支援事業等を目的とする株
式会社である。なお、Ｙの原始定款において、取
締役の任期は、選任後 10 年以内に終了する事業
年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終
結の時までとされていた。
　Ｘは、平成 20 年 6 月 21 日開催のＡの総代会
で理事に選任されるとともに同日開催の理事会で
常務理事に選任された。Ａの常務理事の任期は 3
年であり、Ａの慣習により、少なくとも一度は再
任され、3年で退任することはなかった。しかし、
Ｘは、この慣習に反して、平成 23 年 6 月 22 日
開催の総代会の終結をもってＡの理事を 3年で
退任することとなった。もっとも、ＸはＡの定年
まで 2年以上残されていたことから、その生活
保障のため、子会社の役員のポスト等の適当な役
職を用意すべきこととされ、Ｘは平成 23 年 7 月
1日にＹの取締役に就任した。なお、Ａの組合長
またはＡの常務理事であるＹの取締役（以下「Ａ
兼務取締役」という。）はいずれもＹから報酬を得
ていなかったが、Ｘは、Ｙの取締役の在任中に報
酬を得ていた。平成 26 年、Ｘは、自身がＹの取
締役および代表取締役に就任して 3年を経過し
たことから、Ｙの取締役および代表取締役を辞任
するようにＡの組合長に要請されたが、これを拒
んだ。その後、Ｘは、平成 29 年 7 月 31 日、Ｙ
の代表取締役を辞任したが、Ｘが代表取締役を務
めていた間の各決算期において、Ｙはいずれも営

業損失を計上した。平成 29 年 10 月 18 日開催の
臨時株主総会において、Ｙの取締役の任期に係る
定款規定が、選任後 1年以内へと変更された（以
下「本件定款変更」という。）。そして、Ｙは、平成
30 年 5月 24 日に定時株主総会を開催したが、当
時のＹの取締役のうち、Ｘのみが取締役に再任さ
れず、同定時株主総会の終結により、任期が終了
した。
　そこで、Ｘは、会社法 339 条 2 項の類推適用
により、Ｙに対して当初の任期満了日までの得べ
かりし報酬相当額の損害賠償を請求した。

判決の要旨

　「取締役の任期途中において、その任期を短縮
する旨の定款変更がなされた場合、その変更後の
定款は在任中の取締役に対して当然に適用される
と解することが相当であり、その変更後の任期に
より任期が満了した者については、取締役から退
任する。」
　「そして、会社法 339 条 2 項は、株主総会の決
議によって解任された取締役は、その解任につい
て『正当な理由』がある場合を除き、会社に対し、
解任によって生じた損害の賠償を請求することが
できる旨定めているところ、取締役の任期途中に
任期を短縮する旨の定款変更がなされて本来の任
期前に取締役から退任させられ、その後、取締役
として再任されることがなかった者について、そ
の趣旨が同様に当てはまるか否かは、なお議論の
余地があるものの、本件定款変更による取締役の
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任期の短縮には、ＸをＹの取締役から退任させる
ことがその目的に含まれていたということができ
るから、本件においては、会社法 339 条 2 項が
類推適用されるとする余地もあり、ＹがＸを取締
役として再任しなかったことについて、『正当な
理由』があるか否かについて検討する。」
　「この点、設立当時からＸがＹの取締役に就任
するまで、Ｙの取締役は、Ａの組合長と農業者取
締役で構成されていたところ、ＸがＹの取締役に
就任した後も、Ａの常務理事が新たに取締役に就
任しており、Ａ兼務取締役（Ｙの取締役としては
無報酬）と農業者取締役による役員体制……は設
立時から変化がないこと、Ｘは、Ｙの取締役に就
任した際、Ａの常務理事ではなく、その経歴から
農機具等のオペレーター等の農業関連の現業を担
う者として選任されたものでもないこと、ＸはＹ
から報酬を得ていたことなどからすれば、Ｘの地
位は……上記の役員体制とは別目的で創設された
地位といえるところ、ＸはＡの理事を 3年で退任
することにより、Ａ職員の定年より前に収入を失
うことになる救済のために、報酬のあるＹの取締
役及び代表取締役に就任したものであり、その地
位は、Ｘに収入を得させるためのもの、即ち生活
保障のために与えられた地位であったといえる。
また、ＸがＹの代表取締役に就任していた間、い
ずれも営業損失を計上し、Ｘの手腕によって経営
が改善されたということもなく、ＸがＹの取締役
に就任している期間を通じて、生活保障のために
与えられたという地位に変化がなかったといえる
こと、Ｘは、7年近くＹの取締役の地位にあり、
その在任中、4700 万円を超える報酬を得ており、
生活保障としては十分な金銭を得ていることなど
に鑑みると、ＸをＹの取締役として選任した目的
は、本件定款変更による任期が終了した時点で既
に達成しており、ＸをＹの取締役に再任しなかっ
たことについては、『正当な理由』があるといえ、
Ｙの主張は理由があるというべきである。」

判例の解説

　一　本判決の意義
　本件は、取締役の任期を短縮する定款変更に
よって退任した取締役が後行の定時株主総会にお
いて再任されなかったが、その不再任には「正当
な理由」があるとして会社の損害賠償責任が否定

された事案である。とりわけ、本件では、事実上
解任された取締役が再任されなかったことについ
ての「正当な理由」につき――事例判断ではある
が――従来の判例や学説の理解とは異なり、取締
役の選任目的の達成を理由にその存在を肯定して
いるという点に意義が認められる。
　また、本件では、任期短縮の定款変更がなされ
た場合、その変更後の定款は在任中の取締役に対
して当然に適用されるとして、Ｘは任期短縮の定
款変更に伴って任期が満了し、取締役から退任し
た旨を判示している。任期短縮の定款変更の効力
が在任中の取締役に対しても「当然に」及ぶと解
することは従来の学説の理解に沿ったものではあ
る１）。なお、このように解することは任用時にお
ける取締役の任期に対する期待を害することにも
なり得る嫌いがあるが、かかる取締役については、
後述する会社法 339 条 2 項類推適用による会社
の損害賠償責任の追及や定款変更に係る株主総会
決議の瑕疵を争うなどして救済を図ることになる
のであろう。他方で、本件の裁判所は、Ｘの任期
が平成 30 年 5 月開催の定時株主総会の終結によ
り満了した旨の事実を認定しているが、これは、
ＸらＹの取締役が本件定款変更による任期満了後
も、前記定時株主総会で新たに選任された取締役
が就任するまで取締役権利義務者（会社 346 条 1
項）として留任していたことが背景にあるのであ
ろう。
　加えて、本件では、任期短縮の定款変更により
退任した取締役が会社の損害賠償責任を追及する
法的根拠につき、裁判所は、本件定款変更がＸを
取締役から退任させる目的を含んでいるものであ
ることを認めつつ、会社法 339 条 2 項が類推適
用されるかは明言を避けている。本件以前にも、
任期短縮の定款変更により退任し、かつ、後行の
株主総会において再任されなかった取締役の任期
に対する期待を保護する必要性から、会社法 339
条 2 項の類推適用を肯定する学説２）や下級審裁
判例３）が見受けられているが、本件では会社の
損害賠償責任を否定する要素として「正当な理由」
の有無についても検討がなされている以上、本件
も会社法 339 条 2 項類推適用を肯定する見解に
沿うものであるといえる。

　二　「正当な理由」は何に対して必要であるのか
　会社法 339 条 2 項が直接適用される、株主総
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会決議に基づく取締役の解任が問題となる場面で
は、純粋に取締役の解任についての「正当な理由」
の有無が問題となるという点については争いはな
い。ところが、本件のような事実上の解任は、手
続の上では、任期短縮の定款変更および後行の株
主総会での不再任の 2段階を踏むことになる。そ
のため、会社の損害賠償責任を否定する「正当な
理由」は定款変更と不再任のいずれかに求められ
るのか、または、その両方につき求められるのか
については検討が必要であると思われる。
　この点につき、本件では、「正当な理由」の有
無は、後行の株主総会での不再任のみにつき判断
されており、これは従前の下級審裁判例と異なる
ところではない４）。しかし、学説の中には、「正
当な理由」の有無を後行の株主総会での不再任に
ついて判断することは適切ではなく、むしろ、定
款変更による任期短縮のみについて「正当な理由」
の有無を判断すべきであると説く見解がある５）。
この見解が主張される理由としては、会社には退
任した取締役を再任する義務がない以上、不再任
につき「正当な理由」が問題となる余地はないこ
と６）が挙げられている。会社法 339 条 2 項が解
任についての「正当な理由」の有無を問うている
ことに鑑みるのであれば、同じく取締役を終任さ
せる任期短縮の定款変更についての「正当な理由」
の有無を判断することは合理的であろう。
　しかし、「正当な理由」の有無を任期短縮の定
款変更についてのみ求めることについては慎重を
要すると思われる７）。なぜならば、仮にそのよう
に解するならば、任期短縮の定款変更は合理的で
あるが、後行の株主総会において会社側が不合理
な理由によって退任した取締役を再任しなかった
場合において、「正当な理由」の存在が肯定され
て会社の損害賠償責任が否定されることになり、
不合理な結果をもたらし得るからである８）。たと
えば、経営陣の新陳代謝を促進させる目的で任期
短縮の定款変更をしたが、後行する株主総会にお
いて、大株主と対立する退任取締役だけをあえて
再任しなかったような場合において、かかる事実
上解任された取締役の会社に対する損害賠償請求
が認められないとする帰結は妥当ではないだろ
う。そうであれば、「正当な理由」の有無の判断
については、後行の株主総会における不再任につ
いても考慮に入れられるべきである。また、事実
上の解任に際して、任期短縮の定款変更と後行の

株主総会における不再任は一連のものとして行わ
れるし、定款変更の理由に正当性が認められなけ
れば不再任の正当性も自ずと認められる範囲は狭
くなると考えられるなど、任期短縮の定款変更の
理由と後行の株主総会における不再任の理由の両
者には相関関係があるといえる。したがって、本
件のような事実上の解任における「正当な理由」
の有無については、定款変更と後行の株主総会に
おける不再任の両者を対象として総合的に判断さ
れるべきであろう９）。

　三　「正当な理由」の内容
　本件では、Ｘの不再任について「正当な理由」
があるとしてＹの損害賠償責任を否定している
が、不再任についての「正当な理由」とは何を指
すのか、いわばその内容についても検討が必要で
あると思われる。もっとも、本来の株主総会決議
による取締役の解任についての「正当な理由」の
解釈が、本件のような任期短縮の定款変更および
後行の株主総会での不再任という事実上の解任が
問題となる場面における「正当な理由」の解釈に
そのまま当てはまるのかという点については疑問
がないわけではない。しかし、問題の本質が事実
上の解任という点に求められるのであれば、本来
の株主総会決議による解任の「正当な理由」に関
する解釈は、事実上の解任における「正当な理由」
の解釈に際して参考になると思われる 10）。
　会社法 339 条 2 項に基づく会社の損害賠償責
任の法的性質をめぐっては学説上争いがあるが、
通説的な見解によれば、株主に解任の自由を保障
しつつ、取締役の任期に対する期待を保護して両
者の利益の調和を図る趣旨で定められた法定責任
であると解されている 11）。そして、取締役の解
任に係る「正当な理由」の内容についても、その
株主と取締役の利益の調和という規定の趣旨の観
点から解釈されるべきであると説かれている 12）。
　下級審裁判例の中には、会社において、当該役
員に役員としての職務執行を委ねることができな
いと判断することもやむを得ない客観的な事情が
ある場合には「正当な理由」の存在が肯定される
として、「正当な理由」の定式化を試みるものも
ある 13）。また、「正当な理由」の具体例として、
従来の判例は、①職務執行上の法令・定款違反行
為 14）、②心身の故障 15）、③経営能力の著しい欠
如など職務への著しい不適任 16）につき、解任に
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ついての「正当な理由」の存在を肯定している。
これらの①ないし③の各事項が「正当な理由」の
内容に含まれることについては学説も認めるとこ
ろである 17）。これに対して、経営判断の失敗を
解任の「正当な理由」に含めるかについてはこれ
を肯定する見解もあるが 18）、「正当な理由」に含
めると経営判断を萎縮させるという懸念から否定
的な見解が有力である 19）。
　本件において、Ｙの不再任につき「正当な理由」
が存在すると判示した要因として、裁判所は、Ｘ
の取締役としての地位は同人の生活保障のための
地位であるとして、定款変更による任期が終了し
た時点においてその選任目的が達成されているこ
とを挙げている。しかし、Ｘの生活保障という取
締役の選任目的の達成という事実は、前述した従
来の判例や学説によって類型化された「正当な理
由」のいずれにも当てはまるものではない 20）。
　そもそも、取締役と会社は委任関係にあるため
（会社 330 条）、Ｘの取締役の任用に際してＸＹ間
で委任契約が締結されていることになる。そして、
裁判所が認定した事実によれば、ＸＹ間における
委任契約の主たる目的は、3年任期のＡの常務理
事を慣習に反して再任されることなく退任するに
至った定年前のＸの生活保障にあり、Ｘは選任後
7年近くで報酬として十分な金銭を得ている。ま
た、ＸはＡの常務理事の退任と同時期にＹの取締
役に選任されたが、その 3年後に辞任を迫られ
ていることに鑑みるのであれば、ＸＹ間の契約上
の委任期間は 3年であることが推察され、Ｘの
退任時において、ＸＹ間の委任契約の終期がすで
に到来していたように思われる 21）。
　さらに、委任契約の当事者が委任契約を解除し
た場合、「やむを得ない事由」のない限り、相手
方に対して損害賠償責任を負うが（民651条 2項）、
ここにいう「やむを得ない事由」とは、委任者と
しては事務を処理してもらう必要がなくなったよ
うな場合を指すと解されている 22）。そして、本
件の裁判所が認定した事実によれば、ＸＹ間の委
任契約におけるＸの生活保障という目的は達成さ
れた一方で、Ｘの手腕によってＹの経営が改善さ
れたわけでもない。そのため、ＹとしてもＸとの
委任関係を継続させてＸにＹの事務処理をしても
らう必要性がなくなったと評価でき、ＸＹ間の委
任契約の解除（＝Ｘの事実上の解任）は「やむを
得ない事由」によるものであるといえる。

　これらの事情に鑑みれば、本件においては、Ｘ
に取締役としての職務執行を委ねることができな
いと判断することもやむを得ない客観的な事情が
あると認められ、Ｘの事実上の解任につき「正当
な理由」があるとした本件の判示は結論としては
支持できるであろう。
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